
 

第一編  

市町村普通会計決算・健全化判断比率 

 

 

11



１　決算規模

第１図　決算規模

平成30年度の県内54市町村の普通会計の決算額は、歳入が2兆2,935億5百万円で

前年度に比べ0.1％（24億76百万円）の増、歳出が2兆2,185億49百万円で前年度に比べ

 0.4％（95億45百万円）増で、歳入・歳出ともに10年連続で増加して過去最高を更新した。

上昇して財政構造の硬直化が進み、平成19年度と同水準の過去最高となった。

平成３０年度市町村普通会計決算・健全化判断比率の概要

千葉県内54市町村の普通会計決算規模は、歳入が前年度に比べ0.1％増の2兆2,935億

5百万円、歳出が前年度に比べ0.4％増の2兆2,185億49百万円となり、歳入・歳出ともに

10年連続で増加して過去最高を更新した。

歳入では、市町村税が増加し、地方消費税の増加に伴う県の交付金や国庫支出金の返還に

伴う繰入金なども増加した。歳出では、国庫支出金の返還が生じたことや、下水道事業が

地方公営企業法を適用し繰出金の計上方法が変更となったことなどのため、補助費等が大き

な伸びを見せた。

翌年度に繰り越して使用する財源を差し引いた実質収支は、591億50百万円の黒字で、

前年度に比べ減となり、12年連続して県内全市町村で黒字となった。

また、経常収支比率は、前年度に比べ1.1ポイント増の92.1％となり、前年度に引き続き

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

歳入 19,780 20,018 20,594 20,951 21,029 21,832 22,455 22,495 22,910 22,935

歳出 19,086 19,271 19,646 20,097 20,141 20,991 21,422 21,683 22,090 22,185
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18,000
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21,000

22,000

23,000

24,000
過去最高

（億円）
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２　決算収支

ア　実質収支

第１表　実質収支 （単位：百万円、％）

歳 入 2,293,505 2,291,030 2,476

歳 出 2,218,549 2,209,003 9,545

歳入歳出差引(A) 74,957 82,026 ▲ 7,070

繰 越 財 源 (B) 15,806 12,374 3,432

実 質 収 支 (A-B) 59,150 69,652 ▲ 10,502

イ　単年度収支・実質単年度収支

第２表　単年度収支・実質単年度収支 （単位：百万円、％）

単 年 度 収 支 (A) ▲ 10,504 4,806 ▲ 15,311

積 立 金 (B) 16,225 15,063 1,163

繰 上 償 還 額 (C) 186 1,874 ▲ 1,687

積立金取崩し額 (D) 29,188 39,387 ▲ 10,199

実 質 単 年 度 収 支

( A + B + C - D )
▲ 23,280 ▲ 17,644 ▲ 5,636

※百万円未満を四捨五入しているため、差引が一致しない場合がある。

※黒字要素：財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額

※赤字要素：財政調整基金の取崩額

区　分 平成30年度 平成29年度 対前年度増減額

0.1

0.4

▲ 8.6

27.7

▲ 15.1

※百万円未満を四捨五入しているため、差引が一致しない場合がある。

実質収支から、前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、105億4百万円の赤字

となった。

また、単年度収支に実質的な黒字要素を加え、赤字要素を差し引いた実質単年度収支は、

232億80百万円の赤字となった。

歳入歳出差引額から繰越財源を差し引いた実質収支は、591億50百万円の黒字で、前年度

に比べ15.1％減となり、12年連続して県内全市町村で黒字となった。

区　分 平成30年度 平成29年度 対前年度増減額 増減率
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３　歳入

第３表　主な歳入項目の状況 （単位：百万円、％）

1,028,310 44.8 27,229 2.7

17,038 0.7 117 0.7

143,482 6.3 ▲ 13,744 ▲ 8.7

111,537 4.9 9,880 9.7

150,954 6.6 ▲ 4,611 ▲ 3.0

339,509 14.8 ▲ 1,166 ▲ 0.3

128,131 5.6 4,409 3.6

67,355 2.9 6,156 10.1

61,505 2.7 ▲ 3,445 ▲ 5.3

175,317 7.6 ▲ 3,818 ▲ 2.1

65,658 2.9 ▲ 614 ▲ 0.9

181,903 7.9 ▲ 8,652 ▲ 4.5

2,293,505 100 2,476 0.1

1,405,481 61.3 8,414 0.6

※一般財源等は、市町村税、地方譲与税、各種交付金、地方交付税、地方債のうち臨時財政対策債及び減収

　補てん債特例分の合算額である。

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。

※構成比は、小数点第1位未満を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合がある。

合 計

＜ 参 考 ＞ 一 般 財 源 等 ※

※各種交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、分離課税所得割交付金、道府県

民税所得割臨時交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、軽油引取税交

　付金、地方特例交付金及び交通安全対策特別交付金の合算額である。

※国庫支出金は、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。

そ の 他

市 町 村 税

地 方 譲 与 税

各 種 交 付 金 ※

うち地方消費税交付金

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金 ※

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

地 方 債

うち臨時財政対策債

措置である道府県民税所得割臨時交付金の減少があったが、歳入総額としては10年連続で

増加となっている。

　なお、使途が特定されていない一般財源等は前年度に比べ0.6％の増となった。

区　分 決算額 構成比
対前年度

増減率
増減額

金の増加や、県費負担教職員の給与負担が県から千葉市に移譲されたことに伴う財源の経過

良好な経済状況を背景とした個人所得の伸びや県費負担教職員の給与負担が県から千葉市

に移譲されたことに伴う財源の移譲、法人の設備投資の増加などで市町村税が増加。また、

原油高の影響などによる地方消費税の増収により地方消費税交付金が増加した。

一方、地方交付税については、市町村税等が増加したため、前年度より減少している。

その他、歳入への影響として、基金積み立て型の国庫支出金が返還になったことに伴う繰入
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第２図　歳入項目の構成比

市町村税　1兆283億10百万円（対前年度比＋2.7％（272億29百万円増））

地方消費税交付金　1,115億37百万円（対前年度比＋9.7％（98億80百万円増））

地方交付税　1,509億54百万円（対前年度比▲3.0％（46億11百万円減））

国庫支出金　3,395億9百万円（対前年度比▲0.3％（11億66百万円減））

・震災復興特別交付税 一部団体で庁舎建設工事が終了したことなどにより8億32百万円の減

　　　　　　　　　　　（38.9％減）

（４）

児童保護費等負担金や障害者自立支援給付費等負担金は増加した一方、臨時福祉給付金

事業が終了したことにより補助金が減少し、国庫支出金が減少した。

・普通交付税　市町村税等が増加したため33億78百万円の減（2.4％減）

（１）

県費負担教職員の給与負担が県から千葉市に移譲されたことに伴う財源の移譲や、良好な

経済状況を背景とした個人や法人の市町村民税の増加、法人の設備投資による償却資産の増

加などに伴う固定資産税の増加などにより6年連続で増加した。

・個人住民税所得割　財源の移譲や個人所得の増などにより235億60百万円の増（6.0%増）

・法人住民税法人税割　法人の業績改善の影響などにより22億3百万円の増（4.1%増）

・固定資産税　法人の設備投資の増による償却資産分の増により11億1百万円の増（0.3%増）

（２）

　原油高等による輸入額の増などによる地方消費税の増収に伴い、全団体で増加となった。

（３）

　市町村税等の増加や、震災復興特別交付税の対象事業の減などにより減少となった。

1,028,310

1,001,081

984,981

973,860

972,463

160,521

174,147

138,375

154,973

112,494

150,954

155,566

159,235

171,569

167,382

467,640

464,397

446,607

452,336

431,485

67,355

61,199

58,918

51,401

58,963

175,317

179,135

187,657

195,663

196,208

61,505

64,950

84,075

65,793

69,574

181,903

190,555

189,637

179,911

174,602

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30

H29

H28

H27

H26

市町村税 地方譲与税、各種交付金 地方交付税

国・県支出金 繰入金 地方債

繰越金 その他

（百万円）

（構成比）

（年度）

歳入の主な増減
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県支出金　1,281億31百万円（対前年度比＋3.6％（44億9百万円増））

繰入金　673億55百万円（対前年度比＋10.1％（61億56百万円増））

繰越金　615億5百万円（対前年度比▲5.3％（34億45百万円減））

地方債　1,753億17百万円（対前年度比▲2.1％（38億18百万円減））

第４表　東日本大震災に係る主な歳入項目の状況 （単位：百万円、％）

震 災 復 興 特 別 交 付 税 1,306 11.7 ▲ 832 ▲ 38.9

国 庫 支 出 金 962 8.7 ▲ 448 ▲ 31.8

県 支 出 金 108 1.0 ▲ 237 ▲ 68.7

繰 入 金 2,482 22.3 ▲ 484 ▲ 16.3

繰 越 金 852 7.7 ▲ 470 ▲ 35.6

地 方 債 1,845 16.6 447 31.9

そ の 他 3,562 32.0 ▲ 2,895 ▲ 44.8

合 計 11,117 100 ▲ 4,918 ▲ 30.7

※東日本大震災に係る歳入は、歳入総額のうち、復旧・復興事業と全国防災事業に係る歳入の合計で

　ある。

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。

※構成比は、小数点第1位未満を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合がある。

区　分 決算額 構成比
対前年度

増減率
増減額

購入が行われたことなどにより、4年連続の減少となった。

（５）

地方独立行政法人に対する負担金に係る補助金の増や農林水産業に係る補助金の増などに

より増加となった。

（６）

基金積み立て型の国庫支出金が返還になったことに伴う増などにより、3年連続の増加と

なった。

（７）

繰越事業として実施された道路復旧事業、小中学校や公民館の整備事業が終了したことな

どにより減少となった。

（８）

庁舎整備事業などの大型事業の終了に伴い支出が減少したことや、前年度に大規模な用地
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４　歳出

第５表　主な性質別歳出の状況 （単位：百万円、％）

1,140,293 51.4 4,535 0.4

415,221 18.7 ▲ 2,435 ▲ 0.6

533,299 24.0 9,584 1.8

191,772 8.6 ▲ 2,614 ▲ 1.3

235,306 10.6 ▲ 13,190 ▲ 5.3

229,441 10.3 ▲ 14,355 ▲ 5.9

86,500 3.9 4,819 5.9

142,941 6.4 ▲ 19,175 ▲ 11.8

5,865 0.3 1,165 24.8

842,949 38.0 18,200 2.2

343,762 15.5 8,773 2.6

189,470 8.5 33,200 21.2

40,085 1.8 ▲ 11,634 ▲ 22.5

191,660 8.6 ▲ 12,139 ▲ 6.0

2,218,549 100 9,545 0.4

公 債 費

※構成比は、小数点第1位未満を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合がある。

普 通 建 設 事 業 費

う ち 補 助 事 業 費

う ち 単 独 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

そ の 他 の 経 費

う ち 物 件 費

う ち 補 助 費 等

う ち 積 立 金

う ち 繰 出 金

合 計

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。

※普通建設事業費のうち補助事業費には国直轄事業負担金、受託事業費のうち補助事業費を含み、単独事業費には
県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金、受託事業費のうち単独事業費を含む。

投 資 的 経 費

庁舎や小中学校等の整備事業の終了などに伴う普通建設事業費の減により、投資的経費が

4年連続で減少した一方、保育所の拡充などによる児童福祉費などの扶助費の増により、

義務的経費が6年連続で増加したほか、国庫支出金の返還が生じたことや、下水道事業が

地方公営企業法を適用し繰出金の計上方法が変更となったことなどのため、補助費等が大き

く増加したことから、歳出総額は10年連続で増加となった。

区　分 決算額 構成比
対前年度

増減率
増減額

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費
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第３図　性質別歳出の構成比

義務的経費　1兆1,402億93百万円（対前年度比＋0.4％（45億35百万円増））

投資的経費　2,353億6百万円（対前年度比▲5.3％（131億90百万円減））（２）

庁舎整備事業などの大型事業の終了に伴い支出が減少したことや、前年度に大規模な用地

購入が行われたことなどにより、4年連続で減少となった。

　② 扶助費　5,332億99百万円（対前年度比＋1.8％（95億84百万円増））

　保育所の拡充などから児童福祉費が増加し、35年連続で増加となった。

　③ 公債費　1,917億72百万円（対前年度比▲1.3％（26億14百万円減））

償還の進捗に伴い減少しつつあるほか、前年度と比較し繰上償還が少なかったため、減少

となった。

　定年退職者の減による退職金の減などにより減少となった。

（１）

保育所の拡充などにより児童福祉費などの扶助費が増加したことなどから、全体とし

て6年連続の増加となった。

　① 人件費　4,152億21百万円（対前年度比▲0.6％（24億35百万円減））

415,221

417,656

374,654

375,890

376,174

533,299

523,716

511,879

476,066

456,324

191,772

194,387

193,507

194,158

200,050

235,306

248,496

271,674

274,529

284,086

343,762

334,989

334,529

331,801

318,210

189,470

156,270

152,374

159,437

143,614

309,719

333,489

329,640

330,358

320,673

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30

H29

H28

H27

H26

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 その他

（百万円）

（構成比）

歳出の主な増減

（年度）
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その他

第６表　東日本大震災に係る主な歳出項目の状況 （単位：百万円、％）

扶 助 費 18 0.2 ▲ 6 ▲ 25.0

普 通 建 設 事 業 費 2,576 23.7 ▲ 378 ▲ 12.8

災 害 復 旧 事 業 費 5,136 47.3 1,695 49.3

物 件 費 1,572 14.5 ▲ 129 ▲ 7.6

補 助 費 等 274 2.5 ▲ 1,517 ▲ 84.7

積 立 金 78 0.7 ▲ 4,039 ▲ 98.1

そ の 他 1,199 11.0 353 41.7

合 計 10,852 100 ▲ 4,021 ▲ 27.0

※東日本大震災に係る歳出は、歳出総額のうち、復旧・復興事業と全国防災事業に係る歳出の合計で

　ある。

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。

※構成比は、小数点第1位未満を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合がある。

　③ 積立金　400億85百万円（対前年度比▲22.5％（116億34百万円減））

　基金積み立て型の国庫支出金の返還が生じたことにより交付額の精算が行われたため減少した。

区　分 決算額 構成比
対前年度

増減率
増減額

方法が変更となったことなどにより増加となった。

（３）

　① 物件費　3,437億62百万円（対前年度比＋2.6％（87億73百万円増））

　小中学校の空調設備の賃借開始に伴う増などにより10年連続の増加となった。

　② 補助費等　1,894億70百万円（対前年度比＋21.2％（332億円増））

国庫支出金の返還が生じたことや、下水道事業が地方公営企業法を適用し繰出金の計上
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５　財政構造の弾力性

第７表　経常収支比率が９５％以上の団体

大網白里市（98.7％）、千葉市（98.6％）、八千代
市（ 97.1％）、館山市（ 96.5％）、四街道市
（ 96.4 ％ ） 、 習 志 野 市 （ 96.3 ％ ） 、 鴨 川 市
（ 96.2 ％ ） 、 船 橋 市 （ 96.0 ％ ） 、 鎌 ケ 谷 市
（ 95.9 ％ ） 、 八 街 市 （ 95.5 ％ ） 、 銚 子 市
（95.3％）、富里市（95.2％）

（対前年度比＋1.7％（206億91百万円増））

扶助費が増となったことや、下水道事業が地方公営企業法を適用し基準内繰出の算定方法

が変更になったことにより補助費等が増となったことなどによる。

（１）経常一般財源等（分母）1兆3,432億19百万円（対前年度比＋0.7％（95億78百万円増））

　市町村税や地方消費税交付金が増加したことなどによる。

（２）経常経費充当一般財源等（分子）1兆2,546億20百万円

佐倉市（98.3％）、四街道市（97.4％）、富里市
（ 97.2 ％ ） 、 千 葉 市 （ 96.9 ％ ） 、 大 網 白 里 市
（ 96.9 ％ ） 、 鴨 川 市 （ 96.6 ％ ） 、 我 孫 子 市
（95.9％）、館山市（95.8％）、八千代市（95.6％）

経常収支比率※の県内 54団体の平均値は 92.1％で、前年度に比べ 1.1ポイントの増と

なり、前年度に引き続き上昇した。また、95％以上の団体が3団体増加するなど財政構造の

硬直化が進んだ。

※経常収支比率とは、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源

が、一般財源総額のうち地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源に対し、どの程度

　の割合となっているかをみることにより、政策的経費などに充てられる余力がどれだけあるかをみるもの。

第４図　経常収支比率（全団体単純平均）と９５％以上の団体数の推移

平成29年度（9団体） 平成30年度（12団体）
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６　将来の財政負担と基金

第８表　将来の実質的な財政負担 （単位：百万円、％）

2,108,469 2,109,610 ▲ 1,141 ▲ 0.1

824,727 811,569 13,159 1.6

2,680,091 2,578,773 101,317 3.9

421,654 426,012 ▲ 4,358 ▲ 1.0

216,930 209,379 7,551 3.6

22,233 21,949 283 1.3

182,492 194,684 ▲ 12,192 ▲ 6.3

27.0 27.3 － ▲ 0.3

2,218,549 2,209,003 9,545 0.4

1.02 0.97 － 0.05

※標準財政規模とは、当該団体における標準的な一般財源の規模を示し、標準税収入額、普通交付税、地方

　譲与税、交通安全対策特別交付金及び臨時財政対策債発行可能額の合算額である。

4.9
Ａ ＋ Ｂ － Ｃ

歳 出 総 額 Ｄ

（ Ａ ＋ Ｂ － Ｃ ） ／ Ｄ

※百万円未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。

※財政調整基金等残高比率とは、標準財政規模に対する財政調整基金及び減債基金の残高の比率である。

105,675

その他特定目的基金

財 政 調 整 基 金 等 残 高 比 率

将 来 の 財 政 負 担
2,258,436 2,152,762

21.8
以 降 支 出 予 定 額 Ｂ

債 務 総 額 Ａ ＋ Ｂ

積 立 金 現 在 高 Ｃ

財 政 調 整 基 金

469,163 102,459

減 債 基 金

地 方 債 現 在 高 Ａ

うち臨時財政対策債

債 務 負 担 行 為 翌 年 度
571,622

ている。

区　分 平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

末に比べ4.9％（1,056億75百万円）増加し、歳出総額の1.02倍と依然として高い水準となっ

平成30年度末の債務総額（地方債現在高と債務負担行為翌年度以降支出予定額の計）は、

2兆6,800億91百万円で、臨時財政対策債の残高や債務負担行為の支出予定額の増などによ

り、前年度末に比べ3.9％（1,013億17百万円）の増加となった。

また、平成30年度末の積立金（財政調整基金、減債基金、その他特定目的基金）の現在高

は、4,216億54百万円であった。良好な経済状況を背景とした市町村税や地方消費税交付金

の増などにより、財政調整基金の積立額が増加したほか、公債費の増加に対応するため、減債

基金の積立額が増加したが、基金積み立て型の国庫支出金が返還になったことにより特定目

的基金の積立額は減少し、結果として前年度末に比べ1.0％（43億58百万円）の減少となっ

た。財政調整基金等残高比率（単純平均）は、前年度比0.3ポイント減の27.0％となり、5％

に満たない団体が2団体あった。

債務総額から積立金現在高を減じた将来の財政負担は、2兆2,584億36百万円で、前年度
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第５図　債務総額の推移

地方債の新規発行が抑制されていることから元金の償還が進んでおり、減少した。

　○地方債現在高：2兆1,084億69百万円（対前年度比▲0.1％、11億41百万円減）

・うち臨時財政対策債分　　：8,247億27百万円（対前年度比＋1.6％、131億59百万円増）

・うち臨時財政対策債分以外：1兆2,837億42百万円（対前年度比▲1.1％、143億円減）

1,283,742

1,298,042

1,313,392

1,313,183

1,314,927
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811,569

793,323

778,939

751,613
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444,027
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392,594

2,680,091
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2,459,133
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（百万円）

地方債現在高の主な増減理由

（年度）
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第６図　基金残高の推移

第９表　財政調整基金等残高比率が５％未満の団体

銚子市（1.5％）、千葉市（3.1％）

（３）その他特定目的基金　1,824億92百万円（対前年度比▲6.3％（121億92百万円減））

基金積み立て型の国庫支出金が返還になったことにより減少した。（100万円以上の減は

22団体）

良好な経済状況を背景とした市町村税や地方消費税交付金の増などにより、取崩し額が

減少し、積立額が増加した。（100万円以上の増は27団体）

（２）減債基金　222億33百万円（対前年度比＋1.3％（2億83百万円増））

公共施設等の整備に伴う公債費の増加への対応などにより、増加となった。（100万円以上

の増は7団体）

平成29年度 平成30年度

銚子市（1.5%）、千葉市（3.1%）

（１）財政調整基金　2,169億30百万円（対前年度比＋3.6％（75億51百万円増））

216,930

209,379

217,403

210,538

198,110
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21,949

17,914

16,789

15,617

182,492
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181,381
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381,392
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７　財政調整基金等残高比率と経常収支比率の団体別動向

第１０表　財政調整基金等残高比率と経常収支比率の前年度比の状況

15
館山市、松戸市、成田市、旭市、市原市、八千代市、鎌ケ
谷市、八街市、南房総市、匝瑳市、山武市、九十九里町、
芝山町、長南町、鋸南町

7
市川市、木更津市、野田市、東金市、君津市、富津市、富
里市

23

船橋市、茂原市、習志野市、柏市、勝浦市、流山市、浦安
市、袖ケ浦市、印西市、白井市、香取市、いすみ市、大網
白里市、酒々井町、神崎町、多古町、東庄町、横芝光町、
一宮町、睦沢町、長生村、白子町、大多喜町

5 佐倉市、我孫子市、鴨川市、長柄町、御宿町

第７図　平成30年度決算における財政調整基金等残高比率と経常収支比率の団体別状況

※経常収支比率が高い団体は、毎年度経常的に収入される一般財源から政策的経費に充てる余力が低下

しており、加えて、年度間の財源調整に充てる財政調整基金等の残高が著しく減少した状態にならない

　よう留意する必要がある。

低下 28
上昇

低下

※この図は、平成30年度決算に基づく財政調整基金等残高比率と経常収支比率について団体ごとにプロッ

上昇 22

上昇

低下

　トしたもの

財政調整基金等残高比率は、県平均では0.3ポイント低下し、低下した団体は28団体

あった。経常収支比率は、県平均では1.1ポイント上昇し、上昇した団体は40団体あったが、

このうち財政調整基金等残高比率が低下し、かつ経常収支比率が上昇した団体は23団体

あった。
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８　平成30年度決算に基づく健全化判断比率の状況

ア　実質赤字比率・連結実質赤字比率

イ　実質公債費比率

第１１表　実質公債費比率の高い団体

千葉市（ 13.8% ）、鋸南町（ 13.7% ）、銚子市
（13.3%）

千 葉 市 （ 15.8% ） 、 鋸 南 町 （ 14.0% ） 、 銚 子 市
（13.7%）

　　で、資金繰りの程度を示すもの

　・早期健全化基準は25％、財政再生基準は35％

第８図　実質公債費比率（県平均）と１８％以上の団体数の推移

平成29年度 平成30年度

　・地方債の返済額及びこれに準じるものの額の大きさを一般財源の標準的な大きさにより指標化したもの

　　の財政運営の悪化の度合いを示すもの

　・市町村の早期健全化基準は、財政規模に応じて11.25％～15％、財政再生基準は20％

※連結実質赤字比率

　・公営企業会計を含む地方公共団体の全会計の収支を合算し、その赤字額等を一般財源の標準的な大きさ

　　により指標化したもので、地方公共団体全体の財政運営の悪化の度合いを示すもの

　・市町村の早期健全化基準は、財政規模に応じて16.25％～20％、財政再生基準は30％

早期健全化基準である25％以上の団体や地方債の発行に許可を要する18％以上の団体はなかった。

県平均（単純平均）は、前年度比0.1ポイント減の5.7%となり、過去最小となった。

※実質公債費比率

　・地方公共団体の一般会計等の赤字額を一般財源の標準的な大きさにより指標化したもので、一般会計等

平成30年度決算に基づく健全化判断比率は、全ての市町村でいずれの指標においても早期健全化基準

を下回った。

　また、実質公債費比率と将来負担比率の県平均（単純平均）は、それぞれ過去最小となった。

　いずれの市町村も赤字は発生していない。

※実質赤字比率

（％）

（年度）

（団体数）

※H19、H20は56団体
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ウ　将来負担比率

第１２表　将来負担比率の高い団体

銚子市（146.5%）、千葉市（145.5%）、鴨川市
（97.7%）

銚子市（ 163.8%）、千葉市（ 159.4%）、鴨川市
（105.4%）

早期健全化基準である350％（政令市は400％）以上の団体はなかった。県平均（単純平均）は、前年

度比4.0ポイント減の32.0%となり、過去最小となった。

※将来負担比率

　・地方公共団体の一般会計等の地方債や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での大きさを一般

　　財源の標準的な大きさにより指標化したもので、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの

　・早期健全化基準は350％（政令市は400％）、財政再生基準はなし

第９図　将来負担比率（県平均）と２００％以上の団体数の推移

平成29年度 平成30年度

（％）

（年度）

（団体数）

※H19、H20は56団体
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